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公益企業の領域

一わが国の各種ま規に散在している定義的条項を中心として一

句++必

勝
(弘前大学人文学部教授)

[要旨] 公益企業の領域を綾味のままにしておくことは、平成不況を打開するための公議

事業の経法的規制緩和(主として料金規制緩和・参入震泰守護和}の糸口を見い出すことが

できないばかりでなく、社会制定上、次のようなことからも読してよいことではな1.-'0ぞ

れゆえに、わが閣の公益企業の領域について考察することを、本稿の課題とする c

1.公共事業、公企業、公益金業の地位を不明瞭のままにしておくことは、それぞれ抱

えている財務、人事、組織機講等の鰐題の解決をますます菌難にする C

2.公益企業の領域の不明瞭性は、一定の震史選程における公益金業の社会的機能、軽

済的接接をも不明瞭のままにしておくことになる

3.公益企業の額域の不明瞭性は、 f-穀立企業に対する規制jと f公益企業護憲IJJと
の関係を暁味にすることとなり、一般公衆は多大な損失を譲りかねない。

考察の仕方として、まず、わが認の諸法から公益事業や公益食業の概念ないし鎮議等に

関する条項を見い出し、次に、ぞれらを究明・整理し、最後に、わが国の公益企業の額竣

について考察する。
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公益企業概念については、わが国に限らずアメワカ合衆留においても、こ

れまで多くの論議が展開されてきたにもかかわらず、今日にいたるま

的に容認されうる統一的な定見は与えられていない守

したがって、公益事業や公益企業をカテゴリー化した…殻法が制定されて

いない現在、かつて蝋山政道先生や林借雄先生が各蓮法規の中に顕在的、

に散在されている公益事業や公益企業に関する定義的条項を掘り起こし

て公益企業概念を構築しようとしたと同様な方法で、公益企業概念

ることが最良な方法で為ろうと思われる υ。

しかしながら、公話企業概念を講築すべき陪鵠があるかどうか疑問をいだ
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くクレメンズ教授のような著名な先学者がいない訳で、なかった幻。

なぜなら、公益企業概念は制度概念であり、悪史的背葉、文化程度、政治

経済制度、生活謙式、告数環境等を士壊とし、社会的合意によって構築され

る経済制度の一部分であるからである G

しかし、公益企業概念は制度的なものであ与、決して絶対的、患定的、不

変的なものでないにもかかわらず、公益企業概念なかんずく公益企業の領域

を転常的に殴昧のままにしておくことは、平成不況を打開するため

業の経済的規制義和(主として料金規制緩和・参入規制緩和)の糸口

ことができないばかちでなく、社会制境上、次のようなことからも決し

てよいことではないので、わが盟の公益企業の領域について考察することを

本稿の課題とする G
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経済・経営・行政上における公共事業の地{立、公企業の地柱、

業の地f立を不明瞭にしておくことは、それぞれ抱えている問題(例

えば、財務、人事、組議機構等の問題)の解決をますます困難にす

るO

社会講迭の進化にともなって公益企業が必然的に変化していくもので

あるとはいえ、その行動様式は一定の歴史的過程で規定されるべきも

のであるから、公益企業概念:の不明瞭性は、なかんずく公益企業の領

域の不明瞭辻、一定の歴史過程に話ける公益企業の経済的機能・社会

的援詑をも不明瞭のままにしておくことになる G

公益企業概念なかんずく公益企業の領域の不明瞭.t出土、 f一般私企業に

対する規制jと「公設企業規制Jとの関保を媛味にすることとなり(特

に独占規制に対しての見解を暖味にすることとなり〉、活費者である科

用者公衆は、多大な損失を蒙りかねない。

かくして、以上のような理由から、公益企業概念なかんずく公益企業の領

を考察し、題定することは、決して研究者のもつ持有の気晴らしに経わる



公続企業の議域

ものでないし、徒労に終わるものでもない。

それゆえに、具体的な考察の仕方として、まず、 を

誇まえた上で、かが関の諸法を社会経済機能別に分類し、これらの諸法の中

から公益事業・公益企業の概念ないし領域に関する条項や、

的標識の意味を包摂している条項や、公益事業規制に関する を見いだ

し、次に、それらを究明・ した後に、わが国の公益企業の領域について

るG

(2 J 公議事業の基本的標識

ある特定の産業が公益事業地位を帯すると認識されるの辻、「サ…ピス(財)

と「自然的独占性jの二つの基本的課識が具備されている

為ることは、これまで内外の研究者の一致している点であるO しかし、その

内包は必ずしも明薙なものではない。ぞれゆえ ついて

に考察するO

(1) サービス(財)の長雲性

6条には公益事業の用語としての意味が次のよう

されているo r公益事業とは、われわれの生活に日常不可欠の用役を提供する
一連の事業のことであって、それには電気、ガス、水道、鉄道、軌道、自動

パス、定期船、定期航空、郵便、議告電話、放送等の諸事業が包括され

る。Jこの用語の意味から理解されるように、公主主事業の供給する用役〈罫)

は、われわれの日常生活に不可欠な用役であるということである告すなわ

ち、このことはサーどスの必需性を意味しているが、決して一義的に規定さ

れうる性質のものではなく、多義性を有するもので為る Q そして、その多義

性は公益事業サ…ピスの持殊牲に由来しているO それゆえに、その特珠性に

つい るO

ーピス(財)の第 1の特猿性は、サーゼスの非貯蔵性である G
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較的に によって生産される生産物は、ある程度の期関、貯蔵可能であ

るが、公益事業サ…ピス(財)の貯蔵性は皆蕪ごといしは甚だ僅少で、ある O

倒えば、電気通信事業サ…ピスの場合、需要が待時発生するか判らない

し、また、通信相手が同時に参加することによってサーピスの効用が実現す

るものであるがゆえに、貯議性は皆無であるO 旅客運輸事業の場合、利用者

・長時陪待たせることが殆ど不可能であるが命えに、貯蔵不可能な

るC 貨物運送事業の場合、多少の貯め護主運送が可能であるが、そ

の場合にはサ…ピス供給の劣悪を意味する O 公議事業の中で最も貯蔵牲があ

るといわれている水道事業でさえ、貯水治等の規模を無制限に拡大すること

が不可能であるので、貯蔵性に限度がある O なぜ、ならば、貯水池等の現地確

保が地理的、物理的に限度があるだけでなく、設矯投資が極めて巨額とな

り、議設利用事が悪くな与、それだけ帯要者に経済的負担を強いることにな

るからであるO

第 2の特殊性は、サ…ピスの非移転性であるO 公益事業サーゼス(財)を生

産するためには、土地に居着した具体的な設需を必要とする O そして、

されたサーピス(封)を生産者から法饗者へ供給するにさいしては、土地に思

した何らかの特定の通路を設けて直接配送する特殊な運輸業的性質を有し

ているO ぞれゆえに、公益事業は特定の通路なしで辻サ…ピス誤給が不可能

な産業である O

すなわち、鉄道事業の場合、旅客や貨物の輸送サーピスは報路の連続して

いる所に限定されているように、また、電気事業ーガス事業・水道事業の場

電気・ガス・水道水の供給は竜繰・ガス管・水道管の連続している所に

限定されているように、公益事業サービス(財)は特定の通路の存する所しか

供給されえないものである O ぞれゆえに、公益事業はサービスの非移転性と

いう特殊性を有する産業であるO

また、それぞれの公議事業の特定の通路は車ちに持定の営業地域を

4 



公益企業の領域

するがゆえにサ…ピスの非移転性だけでなく、後述する地域自然独占性と大

きな関連性を有するようになる O

第3の特殊性は、需要の随時性・即時世ということである O この特殊性

は、公益事業サーピス(封)供給に対して需要者が箆特にかつ即時に需要に応

じることを求めているということである O

慨えば、鉄道事業、鉱空事業、電気通信事業のサーピスを特用しようとす

る需要者は、何時でも速やかに利患できることを求めてやまないし、また、

水道事業が供給する有影的物資を判用しようとする

も同様であることから、 と即時世辻、 …ぜスの必

需性に付臨する特殊世である G

これまで、公益事業地位の基本的標識である「サ…ピス(財)の必需性jの

特殊性として、サーピスの非貯憲性、サーピスの非移転性、需要の鴎特性・

即時'性という議性があるということを考察してきた。このような特殊性は、

われわれの日常生活に不可欠合物資を供給していることに関して

と間接である食料小売業などの事業には存在しない。それゆえに、

地f立の恭本的標識としての「サーピス(財)の必需性Jは、一義的に定義され

ず、上記のような特殊性を手ぎしているということである O

るならば、これらの特殊性は、公益事業地位(スティータス)

本的標識としての「サ…ピス(段)の必需性Jに経続企業性をより一審洛み込

ませて、「サーピス(財)の必需性jという

それゆえに、これらの特殊性は、

るO

(2) 畠祭的独点性

さを加えている O

自の公共性の灘;原となってい

公益事業の「自然的独占性Jの理論的源泉は、ジョン・ステュアート・ミ

ルの 1848年の『経済学原理jにみら抗る O ミルは、『経法学原理jの中で、

ガスや水道等の分野における名会社の統合による利溢について次のように述

持。
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べている。 rたとえば、現在口ンドンにはガス会社、本道会社がそれぞれいく
つも存症するのであるが、もしも、ロンドンがただ 1f自のガス会社または水

道会社から棋給を受けるようになったならば、そこからどれほど大きな労働

の節約が生ずるか、これはいうまでもなく明かなことであるo [中略〕およそ

に公共的な重要性を有する事業であって、しかも大規棋に営んではじめて

特話をあげうるがゆえに競争の富由がほとんど許きれないものにおいては、

社会に対してただこの一つのサービスをなすために数組の高額な設舗が並び

存するということは、公共の資諜の配分としてまことに不経済なことであ

るO このような事業は、ただちにそれを公営事業とする方がはるかにいいも

のである 3)oJ

f規模の経済性jと「公共資源の浪費排除j達成のために競争原理が十分に

機能しない分野があるというミんのこの自然的独占性の主張は、わが悶にお

いて現実のこととして表面化した。

異体例として、明治43年の「東京ガスと千代田ガスの抗争J4)と明治末期

から大正初期にかけての東京事における東京電澄、東京市電、日本建資の「三

電競争J5) を指捕することができる O

すなわち、これらの事例によって、破滅的競争が事実として表理化し、公

益事業の分野は競争原理が機能せずに、自然的独占によって経営された方が

適正で、あるということが証明されたので為る。換設するならば、われわれの

日営生活に不可欠なサーピス(欝)を棋給するために巨額の資本投下を必要と

し、且つ複数以上の企業が多元的に市場に役給するよりも単数の企業が一元

的に市場に怯給した方が供給コストが小さくなるという産業を自由競争にま

かせておくならば、必要以上の設備の重複という経済資j患の譲費を招き、ど

の企業も「競襲の経済性jを達成することができなくなるばかりでなく、請

を穫得するために料金値下げ競争を招いた末に企業の存続を不可能にし

てしまうという破滅的競争が、事実として表語化したのである G
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会経企業の領域

ぞれゆえに、われわれのE常生活に不可欠な用役(財)を訣給するための大

規模なネットワーク施設に巨額の安本投下が余儀なくされる産業として

ガス事業、水道事業などの公益事業の場合、前述のような破滅的競

争の紙験から、競争によるよりも独占によって経営された方が洪給者鱒じと

っても需要者側にとっても利益となるということが、当然のこととして容認

されるようにごとったのである O いわゆる、このことが公益事業の「自然的独

と材、され、「サーピス(財)の岳需性j以外のもう

的標識として容認され、公益事業独自の公共性の淵源となっている O

(3 J わが自の公益企業の鎮域

を踏まえて、わが留の諸法を社会経請棲能別

の三つの法待額系に分類し、これらの諸法の中から公益事業・公益企業の提

いし穣域に関する条項や、

条項や、公益事業規制に関する条項を

を包摂している

し、それらを厳密に分析し、挨

ることをとおして、本議の課題である「わが国の公益企業の領域jにつ

いて考察する。

第1の法舘頬系としては、公共の制益という話的のために私権を規制して

いる法律類系。

第2の法律鎖系として辻、一般公衆の需要に侯するという目的を明示して

いる法簿類系。

第3の法律嬢系としては、公共の福祉を目的とする公営のf自民生産経済体

(経営棒)に関する法律穎系。

(1) 公共の利諮という言的のために私権を規制している法律類系

それでは、第 1の考察方法として、公共の科益という目的のために私権を

規制することを潜在的又は顕在的に示している法律である土地収用法と独占

をとおして、わが聞の公益企業の領域を考察する O

7 



公話事業研究第47巻第2号

① 土地収用法

1.土地収用法第 l条(この法律の局的)

土地収用法は、公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に関

し、その要件、手続及び効果並びにこれに伴う損失の舗償について規定し、

公共の初益の増進と私有財産との調整を障り、もって国土の適正且つ合理的

な利用に寄与することを目的とする法律である O それゆえに、土地収用法は

公共の利益のために弘権を規制している法律である O

2.土地紋用法が示している公益企業の領域

同法第3条には、公共の利益となるための土地を収用し又は使用できる

業として約35事業種が列挙されている O しかし、列挙されている全ての事業

の主捧が、公益企業の領域にあるとは限らない。

なぜなら、公共の利設を遂行する約35種の事業主体が、非企業と企業とい

う性質の異なる二系列の経済組織体に分かれており、非企業の場合には所有

主体が公共団体に限られ、主として税金によって国民の司常生活に資する携

や道路や港湾などの社会費産を建設し、それらを維持管理するという公共事

業であり、企業の場合には所有主体が公的であれ、私的であれ、公衆の需要

に供する用役〈封)を一定の価搭で販売することによって、継続的に経営され

ている個別生産経済体〈経営体)であるからである O

それゆえに、土地収用法第3条から公益企業として位置づけられるのは、

おのずから企業の場合に限定されてくる O そこで、土地収用法に示されてい

る公益企業の領域を整理して画定するならば次のように示される。

8 

i ) 鉄道事業法にもとづいて、他人の需要に応じ、鉄道による旅客又は

貨物の運送を行う経営体。

ii) 軌道j去にもとづいて、一般交通の用に供す をなす軌道事業経

営体又は無軌道電車事業経営体。

iii ) 石油パイプライ もとづいて、一般の需要に応じて荏治パ



公益企業の鎖域

イプラインに講する導管を龍馬し を行う経営体。

iv) 道路連送法にもとづいて、 自動車運送事業をなす経営

体。

v) 自 にもとづいて、地人の嬬要に応亡、特別損合

せ貨物連送事業をな

vi) 航空法にもとづいて、航空事業をな

vii) 電気通信事業法にもとづいて、 をなす経営体。

vui) 放送法にもとづいて、 をなす放送事業経営体。

ix) 電気事業法にもとづいて、 に言、じ、電気を供給する

x) 

を

にもとづいて、

給する事業をなすガス

xi) 本選法にもとづいて、一般の需要にr.ちと、

事業を

話i) 下本道法にもとづいて、下水道事業をな

亡、 によりガスを侯

により水を官給する

すなわち、上記の12種類の経営体が土地収用法に容認される公議企業であ

るO

② 独占禁止法

私的独占の禁止及び公正取ヲ!の蕗保に る法智(独占禁止法)は、一般

確保するとともに、 を促進す

るという経済的民主主義の確立を目的として制定された法律である O そし

て、これらの吾的を達成すべき指導方針として、会正立つ自自な競争を促進

し、事業者の創意を発揮させ、事業活動を藷んにし、

水準を高めることを明示しているO

したがって、独占禁止法は、基本的 契約の岳岳、 自

自を基盤とする自由主義社会に成立している るG
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1.ジョン・ステュアート・ミルの公益企業に関する理論

ジョン・ステュアート・ミルは、自由主義経済枠制の経済活動の中で、自

由競争という指導原理が必ずしもガス事業や水道事業の経営にさいして有効

に機能せず、逆にマイナスに作用するという事実を1848年に f経済学原理J

に明本した 3)。

その後、ミルの上記の理論を裏番きするように、告由主義経済体制を基盤

とする各国の自由競争による公益企業軽営は、破滅的競争の相様を呈するよ

うになり、需要者に経済的損失やサーゼスの不便益性をもたらしたので、公

益企業の経営は白出競争よりも自然的独占の方が一般公衆の利益保護や国民

経法の民主的発展に繋がるということを、自自主義経済体制をとる各国は、

身をもって経験した。

ぞれゆえに、公共の利益という目的のために私権が規制される分野とし

て、公話企業があるという「ミルの公益企業に関する理論Jが正しいという

ことが、立証されたのである O

2. rミルの公益企業に関する理論jを包摂している現在のわが国の法律
i ) 独占禁止法第21条(自熱独占に固有な行為)

ミルの公益企業に関する理論がどのような法律として、現在、皆本で示さ

れてちり、 fその訴されている法律Jと[わが屈の公益企業の領域jの関係に

ついて考察する O

ミルの公益企業に関する理論を存するわが国の第 1の法律として、私は

「独占禁止法第21条jを指摘することができる O 同法第21条の全文には、「こ

の法律の規定は、鉄道事業、電気事業、瓦新事業その他その性繋上当然に独

占となる事業を営む者の行う生産、販売又は供給に関する行為であってその

間有のものについては、これを適用しないoJというように明示され、

独占禁止法が適用除外される場合のことを示している O

るならば、同法第21条は、公共の利益という日的のために私権が規

10 



公益企業の領域

制されることを示している条文である O また、この条文から f公益事業の領

域jが間接的に示されていることをかいまみることができる O

ii) 独占禁止法の適用除外等に関する法律第 l条〈適用除外を受ける行

為)

ミルの公益企業に関する理論を有するわが国の第2

市禁止法の付騰の法律である f掛布禁止法の連娼

として、私は独

関する法脅J(以

下、独出禁止法の適用除外法という〉の第 l条引を指損することができる。

1条i土、下記の1iつの法空に基づく経営行為に対しては、独占禁止

法が適用されないということを明示している条文である O

2条第 1項第8号及び第?号並び、にこれらの規

る同条第z
食糧管理法

損害保険料率算出団体に関する

四漁船損害等補償法第4章第 1

五 !日ポツダム宣言の受諾に伴い発する命令に関する件に基づく命令であ

って、現に法律としての努力を有するもの

すなわち、この f独出禁止法の適用除外法第1条jも独占禁止法第21条と

関様に公共の利主義という呂的のために辻怠権が規制されることを示している

と同時に、公益事業の積域を間接的に示している条文であるo

しかしながら、この第 l されてい

法の適用除外となっているとはいえ、

もあるということで為る O

なぜなら、前述の五つの法樟の一つである

に示されている鉄道事業、

事業の基本的諜議としての「サーどス(財)

しない事業分野

1 ~に7ì

自動車運送事業は、

と f岳然的独占牲jを

しているので、 としての地f立を有しているが、 f患の法律(食糧管

11 
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理法、損害保険料率算出間体に関する法律、溝、船損害等補慣法、!日ポツダム

る命令に関する件に基づく命令であって、現に法律と

しての勢力を有するもの)に基づく事業は、公益事業の基本的課識としての

「サ…ピス(財)の必需性jと「自然的独占性Jを有していないので、

の領域ではない。

それゆえに、「独占禁止法第21条jと「独占禁止法の適用除外法第 1条J

を精査した上で、公益事業の領域を解釈するならば、鉄道事業、

ガス 一般乗合旅審自

の領域として示されていると理解される a

3. r独占禁止法jと「独占禁止法の適用 関する法律J され

ている公益企業の領域

したがって、「独占禁止法Jと「独自禁止法の造用除外等に関する法律Jに

訴されている公益企業の領域は、鉄道事業、竜気事業、ガス事業、軌道事業、

一般乗合旅答自動車運送事業の五つの事業の枠内で、経済性を指導原理とし

て、合理的、継続的、計画的、統一的にサーピス(財)供給をなす意思統一体

としての惜別生産経済体(経営体)である。

(2) ー鍛公衆の需要に供するという自的を明京している法律類系

2の考察方法として、一般公衆の需要に供するという目的を明示してい

る法律としての「労働関係調整法J(以下、労調法という)と「個別事業法j

の考察をとおして、わが国の公益企業の領域を考察する9

@ 労働関係調整法

1 .労働関係調整法第8条第 1項{公益事業、その指定、公表〉

労鶴関係調整法の中で、まず、われわれが関心をもった条項は、同法第8

条第 1現8)である O 同条項は、公益事業とは、公衆の自常生活に欠くこと

のできない事業であると定義した上で、次の事業を公益事業として明示して

いる O

12 
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市川 電気又iま瓦薪誤結事業

四 i長柴又は公衆寄生事業

しかしながら、同条項に公益事業として定義されている事業であっても、

に該当しない事業もあるということである O

なぜなら、上記の運輸事業、郵便又は電気通信事業、水道・

公益事業の基本的標識としての「サーピス(財)の必需性Jと

熱的独占性jを宥しているので公益事業の韻域として位量づけられるが、

般的に監捧又は公衆議生事業;立、公益事業のこつの基本的課議を宥していな

いので強制約には公益事業の領域でiまない合

ただし、個人病院等の医察機関が繁い過疎地域において、

の増進に資することを目的として、地域住民の日常生活に不可欠な臨機サ

ピスをなす病院事業(たとえば、村営診療所など)をその地域の唯一の

機関として、地方公共団非が車則として企業会計制度の導入をとおし

している場合、そのよう としての地位を有しているO

2。労{韓関謀議整法が示している

したがって、労欝関係調整法が示している会益企業の領域は、諜期的にi土

問法第8条第 l境に示されている事業種の中から室療又は公衆衛生の事業

を除いた事業穂(運輸事業、郵便又は電気通信事業、水道・電気・

の枠内で、 を指導原理として、 、継続的、統一的、 に商

をなす意思統一体として (経営体)である。

1.鵠部事業法の考察方法と

とは、留々の事業についての留々の事業法を一般的にいうが、

り扱う摺別事業法とは、公衆の日常生活に不可欠な用役や討を供給

13 
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しているという意味をもっ事業法、すなわち、公議事業の基本的課識である

「サーピス(財)の必需性jを有する事業法に摂定した。

1段階として、上記のような意味をも を{関別事業が供給

する用役や討の性費により、下記のように三つに分けた。

一、公衆通信事業系統

一、市民生活必需用役(意)供給事業系統

三、公衆運輪事業系統

第2段階として、これらの三つの事業系統の諸々の留別事業法を分析・

した上で、それぞれの個別事業法の経営活動に関する各条項の中から潜在

的又は顕在的に公援事業としての性貿を存する条項を見い出す。

第3段階として、 としての性質を有する条項が、実質的にそれぞ

れの信部事業体の経営活動に生かされているかどうかを検証した後に、当該

事業体が基本的に地域自熱的独占笠を有する経営体として、すなわ

業の基本的標識としての自然的独占性を帯する経営体として、地域社会に容

されているかどうかの検討をとおして、わが閣の公益企業の領域について

究明する O

i ) 公来通信事業系統の個別事業法が訴している公益企業の領域

具体的考察の頼感として、第 1に公衆通告事業系統の{国別事業法の中で、

公益事業としての性質を法的に包摂している郵便法、電気通信事業法、日

篭信童話株式会社法、国襟電信電話株式会社法、電波法、放送法、有議テレ

ピジョン放送法を対象として、前述の第 1段階、第2段階、第3段賠のプ口

セスを経て究明するならば、下記のような経営体をわが国の公益企業の韻域

として画定することができる O

郵便法からは、部賓事業を経営している国営の郵便事業o

e 電気通信事業法からは、
を経営している経営体。

14 
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⑨日 らは、附帯業務やE を捻外

し、日本国内において電気通告役務を他人の需要に応ずるために提

供する事業を経営している日

国際電信電話株式会社法からは、附帯業務や自的達成業務を除外

し、国際電気通信役務を龍入の需要に正、じて洪給する事業を経営し

ている国際電話電話株式会社。

② 電波法的 e放送法からは、電技法により を受けた放

としての日本披送協会10) と

② 有議テレビジョン放送法からは、有線テレピジョン放送の受信者の

科益保護や公共の福祉の増進を自的として有線テレピジョ

している経営棒。

ii) 市民生活必需思役(財)棋給事業系統の留記事業法が示している公益

企業の領域

第2として、市民生活必需用役{財)供給事業系統の個別事業法の中で、公

としての性質を法的に色摂している電気事業法、ガス事業法、熱供給

水道法、下水道法を対象として、前述の第 l段培、第2段階、第3

段障のプ口セスを経て究明する去らば、

企業の領域として画定することができる O

ような経営体をわが国の合益

こち 電気事業法からは、電気という用役を適正かつ合理的に供給するこ

とによって、電気需要者の利益を保護することを百的として、一般

を経営している経営体。

e ガス事業法からは、ガスを適正かっ合理的に棋給することによっ
て、一般需要者の利益を保護することを百的として、一般

や簡易ガス事業を経営している

熱供給事業法からは、 じ熱供給を行う事業を経営し

ている経営体。

15 
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水道法からは、一般の需要に応じて、水道事業や語易水道事業を経

している経営格。

@ 下水道法から辻、下水道事業を経営している経営体。

iii ) 公衆運輪事業系統の摺民事業法が示している公益企業の領域

第3として、公衆運輸事業系統の個器事業法の中で、公益事業としての性

質を法的に包摂している鉄道事業誌、情都高速度交通営団法、軌道法、道路

貨物自動車運送事業法、貨物運送取扱事業法、海上運送法、内航海

航空法を対象として、前述の第1段階、第2段階、

第3段躍のプロゼスを経て究明するならば、下記のような経営体をわが国の

公益企業の領域として聞定することができる O

16 

らは、他人の需要に正、じ、鉄道による旅客又は貨物の

を任う「第一種鉄道事業」や、他人の需要に応じ、自らが敷設

する鉄瀧線路以外の鉄道線路を使用して鉄道による旅客又は貨物の

運送を行う「第二種鉄道事業jを経営している経営体。

{③ 晋都高速度交通営団法からは、東京を中心とする地域の交通機関の

整憤拡充のために、地下高速度交浦事業を経営している

@ 軌道法からは、一毅交通の用に供するために軌道事業や蕪軌道電車

事業を経営している

道路運送法からは、一般乗合旅客

や一般乗用旅客自動車運送事業(タクシ一事業、ハイヤ一事業)や

自動車道事業(高速岳動車道事業)を経営している経営体。

② 貨物自動車運送事業法からは、能人の需要に応じ、右償で、一般質

物自動車運送事業や実物軽自動車運送事業を経営している経営体。

⑧貨物運送取扱事業法からは、勉人の常嬰に応じ、有欝で、船舶運続

自

の行う運送;こ係る利用運送事業を経営している 11) 
O 
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海上運送法からは、一般旅客定期航路事業や対外旅客定期航路事業

や外航貨物定期革路事業や自動車航送貨物定期航路事業を経営して

いる経営体。

② 内最海運業法からは、定期内最運送業を経営している経営体。

らは、 一殻i巷湾運送事業を経営している経営体。

9 航空法からは、他人の需要に応じ、航空機を使用して有横で捺等又

は賞物を運送する定期航空運送事業を経営している経営体。

2.個別事業法の考察から指議される

i ) 上記の個別事業法で取扱われている 公益事業の領域

にあるとは限らないということ

これまでの偶別事業法の一連の考察から第 lに指掃されることは、これら

の鵠別事業法の中で取り上げられている事業の全てが、必ずしも公益事業の

領域にあるとは誤らないということである O

なぜなら、これらの儲別事業法に示されている事業に対し

本的標識である「サーピス〈封)の必需性Jを厳客、に照応して公益事業の領域

として適合しているかどうかを考察するならば、日常生活に不可欠な用役

(貯)を供給するという社会的・経済的機能を有する公益事業の鎖域が践定さ

れてくるからである O

たとえば、道路運送法第 l条には、同j去の自的として、(道路運送に関する

秩序を確立することにより、道路運送の総合的な発達を函り、もって公共の

福祉を増進することである。」と明示されているむまた、司法第2条第3

は、[他人の需要に応じて、岳動車を使用して、旅客の運送を行う事業が旅客

自動車運送事業である。jと明示されている O

それゆえに、司法第 1条と第2条第3墳から考察する限りにおいて、接客

自動車運送事業の全てが、公益事業の議域となる G

しかし、旅客自動車運送事業を詳組に考察したならば、同事業の一部は公
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益事業の韻域に該当しないことが判明してきた。

具棒的には次のような事実から上記のことが軒明されるG すなわち旅客自

動車運送事業は、道路運送法第3条に示されているように、下記のように五

に分けられる G

一、一般乗合旅客自動車運送事業(路線パス事業)

二、一般貸切旅客自動車運送事業(貸切パス事業〉

二、一般乗用旅客自動車運送事業(タクシー・ハイヤ

回、特定旅客自動車運送事業(一定地域内に住む特定の組織体の従業員を

有償で送迎している旅客自

五、無償旅客自動車運送事業(観光地等に所在する特定のホテル等が観光

客を呼び寄せるために無科で観光客を送避する当該ホテルの旅客自動

車運送事業)

しかし、上記の五つの事業の中で、貸切パス事業、特定旅客畠動車運送事

蕪償旅客自動車運送事業は、公益事業の基本的樫識である「サーぜス(財)

の必需性jや「告然独占性jに用、合した場合、

事業の鎮域ではない。

しない事業であり、公益

したがって、上記の個別事業法の中で叡り扱われている事業の一部には、

必ずしも公益事業の領域に該当しない事業もあるということである O

ii) 科学技術・社会経済等の発展による一部の既公益事業の脱公益事業

化現象の萌芽

第2に指摘されることは、科学技術・社会経済等の発展によって、一部の

既蒋の公益事業に脱公益事業化現象が萌芽してきているということである O

すなわち、これまで公議事業の基本的標識の…つである「良然的独占性J

のもつ f規模の経済性jのメワットが適合してい にとっ

て、そのメリットがサーピスの費量の荷車において、科学技術・社会経済等

の発農によって利用者会衆の利益と一致しなくなり、むしろ競争原理による
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サービス供給が利用者公衆に利益をもたらすようになってきた。それゆえ

して

きているということである O

したがって、科学技荷・社会経済等の発展によって一部の既公益事業の税

公益事業化現象が議芽してきている電気通信事業等の事実を十分に考患しつ

三}、 を画定していか奇ければならないということが指摘され

るC

iii ) 科学技術・社会経済等の発展による新規の公益事業化

第3に指摘されることは、現在まだ公益事業の領域に寓していないが、科

学技術の向上や社会経済の進展にともなう生活水準の向上により、泣い将

必ずや公話事業の碁本的標識としての「サーゼス{射〉の必需性jと「自

然的独占性jを有するようになって公益事業として容認される新規産業が、

派生してきているということであるc

例えば、下水道事業は、本来的には由民の鍵康で文化的な日

る事業であるので公益事業であるが、現状の財務経営麗やその普及率からは

というよりも公共事業としての性格が強いので公益事業の地位を有

していないむしかし、生活水準や科学技術の向上にともなってその普及率が

るにつれて、下水道事業はB常生活に不可欠な事業となり公議事業化

してくると思われる G

したがって、下水道事業のように、今後、科学技術・社会経済等の発展に

よって新規の公益事業が生まれてくる可母性が十分にあるということが指摘

されるのである O

(3) 公共の揺祉を目的とする公営の留別生産経済体(経営体)に関する法律

類系

第3の考察方法として、公共の描祉を目的とする公営の{菌加生産経済体に

関する法樟としての「国営企業労働関係法jと「地方公営企業労働関係法j
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と[地方公営企業法jの考察をとおして、わが国の公益企業の領域を考察す

るO

① 国営企業労働関係法

1.国営企業労働関係法第 l条(目的及び関保者の義務)

国営企業労機関孫法は、 1980年代の一連の行財政改革の施仔にともなうゴ

公社の民営化によって、公共企業体等労働関係法が改称、を余犠なくされた法

律である O

同法の目的及び関係者の義務は同法第 I条に次のように明不されている O

開条第 l壌は、「この法律は、国営企業の職員の労織条件に関する苦情又は

紛争の友好的かつ平和的調整を図るように団体交渉の懐行と手続とを確立す

ることによって、自営企業の正常な運営を最大限に確探し、もって公共の福

祉を増進し、擁護することを目的とするι!というように、同法の目的を明示

しているo

同条第2項辻、「国家の経済と国民の描祉に対する国営企業の重要性にかん

がみ、この法律で定める手続に関与する関係者は、経済的紛争をできるだけ

防止し、かつ、主張の不一致を友好的に調整するために、最大眼の努力を尽

くさなければならないJ というように、関係者の義務を明示している O

したがって、問法第 1条からのみ考察する隈仏国営企業は公益事業とし

ての性質を有する個別生産経済体(経営体)であるといえるむ

2.国営企業労鋤関係法第2条〈国営企業の範囲)

同法第2条は、国営企業として、都政事業、国有林野事業、印刷事業、

4事業を示しているむ

3.問法第2条に示されている事業の全てが、公益事業の領域に該当す

るとは限らないこと

同法第2条に示されている事業内容を厳密に考察するならば、これらの事

業内容の一部には、必ずしも公益事業の領域に該当しない事業もあるという

20 



合議企業の領域

ことであるO

例えば、蕗致事業の場合、郵突事業以外の郵慣貯金、郵授為替、郵便振番、

第易生命保険という 、国家の経済と国民の福祉に重大な責務を負う

業であるが、必ずしも E常生活に不可欠な用役を長拾している事業であると

はいえないので、郵寝事業以外の諸事業は、

あるとはいえない。

としての地位を有する

② 地方公営企業労働関孫法

1 .地方公営企業労働関係法第 1条(目的)

地方公営企業労働関宗法第 1条は、「この法控は、地方会共自体の経営する

企業の正常な運営を最大般に護保し、もって住民の描祉の増進に資するた

め、地方公共団捧の経営する企業とこれに従事する鞍員との間の平和的な

構関孫の確立を図ることを自的とする。Jというように、同法の目的を明示し

ている O

したがって、開法第 1条から考察する臨り、地方公営企業は公益事業とし

ての性震を有する個別生輩経語体(経営体)であるといえる O

2.地方公営企業労働関保法第3条第 1項(地方公営企業の範毘〉

地方公営企業労鎗関係法第3条第 1項には、地方公営企業とは、鉄道事

軌道事業、自動車運送事業、電気事業、ガス事業、水道事業、工業用水

というような事業を行う地方公共団体が経営する企業であると明示し

ているO

3.同法第3条第 l項に示されている地方公営全業の全てが、

の領域に該当するとは誤らないこと

同法第3条第 l壊に示されている地方会営企業を厳密に考察するならば、

これらの事業の一部には、必ずしも公益企業の領域に該当するとは袈ら会い

ものもあるということである。

例えば、同法第3条第1項に示されている 地域開発す

21 



公益事業研究第47巻第2号

るための産業基盤整講のーっとして、現存する地域格差を是正し、豊かな地

域住民生活の具現化を可龍にしていくということは事実であり、地域住民の

経済揺祉の増進という広義の公共性i二一致するが、日常生話に不可欠な財や

用役を地域住民に供給する事業ではない。

それ喰えに、工業用水道事業は会益事業としての地位を有していなし

であり、同事業を経営する稿期生産経済体(経営体)は公益企業としての地

f立を有していない。

地方公営企業法

上地方公営企業法第3条(経営の基本方針)

地方公営企業法第3条は、「地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮する

とともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されなけ

ればならない。jというように、経営の基本方針を明示している O それゆえ

に、同法第3条から考察する課仏地方公営企業は公益事業としての性質を

る経営体であり、公益企業の地f立を有している O

2.地方公営企業法第2条〈地方公営企業の範関)12) 

開条第 l項は、前述の地方公営企業労鶴間鋲調整法第3条第 1項に示され

ている事業と同様な事業が地方公共団体によって経営されている場合、ぞれ

らを地方公営企業として明示している O

同条第2項は、地方公共団体が所有'経営する痛院事業についても財務規

定を中心とする同法の大部分が適用されることを明示している C

開条第3項は、問条第 1項、再条第2項に示されている経営体以外で、地

方公共自体が所有・経営する企業にも、同法を住意的にi蕗用しえる途を開い

ているO

22 

3.地方公営企業法第2条lこ示されている地方公営企業の全てが、公益

企業の誤域であるか苔か

地方公営企業法第2条に示されている地方公営企業の全てが、公益企業の



公益企業の領域

領域であるか否かを考察するならば、地方公営企業の一部には、必ずしも公

益企業の領域に該当しないものもあるし、また、その逆として、同条に明確

に明示されていなくとも公益企業の領域に該当するものもあるO

第 lの理由として、同条第 I項に明示されていても、われわれの日常生活

に不可欠な用役を供給する企業 (GoingConcern) としての意味を有していな

い前述の工業用水道事業を経営している地方公営企業もあるからである O

第2の理由として、同条に明確に明示されていなくとも、地方公共団体

が、公共の福祉の増進に資することを目的として、地域住民の日常生活に不

可欠な生活環境の保全及び公衆衛生サービスをなす廃棄物処理事業を原則と

して企業会計制度の導入をとおして経営している場合、そのような廃棄物処

理事業は公益企業としての地位を十分に有しているからであるO

(4 J むすびにかえて

これまで、公益事業の基本的標識を踏まえて、わが国の諸法を社会経済機

能別に分類し、これらの諸法の中から、公益事業・公益企業の領域に関する

条項や、公益事業の基本的標識の意味を包摂している条項や、公益事業規制

に関する条項を見い出し、それらを厳密に分析し、検討することをとおし

て、わが国の公益企業の領域について考察してきた。

これらの考察から再確認したことは、公益企業概念は制度的な概念であ

り、歴史的背景、文化程度、政治経済制度、生活様式、自然環境等を基盤と

し、社会的合意によって構築される社会制度の一つであるので、公益企業概

念を構築すべき価値があるかどっか、また、公益企業の領域を画定すべきか

どうか疑問をいだく著名な先学者がいない訳でなかったが、この疑問は当を

えていないということに確信をもったことである C

なぜなら、社会構造の変化にともない、利用者(消費者)公衆の利益保護

を目途として、公益事業の基本的標識である「サービス(財)の必需性jと「自
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黙的独占性Jを基盤に、公益企業の概念、なかんずく公益企業の領域を歴史

過韓で発展的に展開して酉定づけていかないならば、「公衆の用に供すること

の意味jゃ f独占規制に対しての克解や行為jを暖昧にすることとなり、公

益企業サーピス(財)の需要者である一般公衆に多大な損失を蒙らせることと

なり、公益企業の経営活動が国民の経済指祉の増進と結びつかなくなるから

である O

注)

1 ) 轍山正道著 f公益企業論j 盟主社、昭和55年、 16頁 ~19貰。

なお、上記の f公益企業論jは、轍由政選先生の公益企業に関する語論文を唱和 55
年に議出先生の高弟である関島久雄先生(元公溢事業学会会長)が中心となり編集し

て、出殺されたものである O

件信雄稿 f法制上の概念としての公益企業Jr公益事業研究j第10巻第 l号、昭和33
年、 3 貰~26真。

2) E.W. Clernens. Economics and Public UtjJities， New York， Appleton -Century -

Crofts， 1ns.， 1950， p. 13. 

3) John Stuart MilI， Principles 01 Poljtical Economy， with some 01 thjr Applications 01 

Social Philosophy， 1848，末永茂喜訳 f経j斉学原理(l)J岩波書官、昭和42年第7端、
270真 ~271頁。

4 ) 東京ガス株式会社著[東京ガス70年史j 東京ガス株式会社、昭和31年、 63頁~72真。

5 ) 東京電力社史繊集委員会編[東京電力30年史j東京電力株式会社、昭和58年、50頁~

52頁。

三宅暗輝著 r8 本の篭気事業j 春秋社、昭和26年、 36貰~38実。

6 ) 独占禁止法の適用除外等に関する法律第 l条(適用除外を受ける行為)

24 

独占禁止法の規定は、事業者又は事業者団体が、法令の規定で左(この場合下)に掲

げるもの又はその法令の規定に基づく命令によって符う正当な行為には、これを適用

しない。

一、陸上交通事業調整法〈昭和13年法隷第71号)第2条第I項第6号廷ぴ第7号並

びにこれらの規定に係る同条第2項

二、食糧管理法(昭和17年法律第40号)

三、損害保険科率算出回体に関する法樟(昭和23年法律193号)

困、挽船損害等補憤法{昭和27年法脅第28号)第4章第 1節

五、 i日ポツダム宣言の受諾に伴い発する命令に関する件(昭和20年勅令第542号)

に基づく命令であって、現に法律として効力を有するもの



公主主企業の鎮域

7) 陸上交通事業調整法第 1条

本法ニ於テ陸上交通事業トハ鉄道事業、軌道事業、路線ヲ定ムル一般乗合接客自動車

運送事業其ノ他勅令ヲ以テ指定スル事業ヲ議フ

8 ) 労働間接調整法第8条第 i填(公益事業、その指定、

この法害において公益事業と辻、左(この場合下)の事業であって、公衆の自常生活

に欠くことのできないものをいふc

一、運輸事業

郵使又は霊気通常の事業(昭和59法87本号改正)

一、水道、電気又は瓦斯快拾の事業

菌、医療又は公衆衛生の事業

9 ) 電波法は、電波の公平旦つ能率的な利用を薙課することによって、公共の補社を増進

することを目的としている法揮であ号、同法には公議事業の領域を訴しているような

条項はない。しかし、同法は放送法が機能していく上での基礎的法建であり、放送法

と表還を一体となって機龍している法罪である

10) 日本放送協会の主たる業務は、放送法第号粂に示されているように、①館内投送、

号放送及びその受信の選多発達に必婆な調査研究、 ct国捺設送である。しかし、@
の業務;土、公衆の日常生活にとって、不可欠なサーピス供給という業務に相当しない

ので公益事業の領域ではない。ぞれゆえに②の業務が除外された日本設送協会を公益

企業の領域として位護づけることができる

11) 業物運送取扱事業には、利用運送事業の外に運送致次事業も含まれる。しかし、運送

取次事業は取次、受取、委託するだけで、運送手設をもたない事業であり、かっ、公

益事業サ…ピスの特殊性としての非貯撞性に慢して樹めて欠如しているので公主主事業

の領域ではないc

12) 地方公営食業法第2条(地方公営企業の範霞)

同条第 l墳

この法律は、地方公共母体の経営する企業のうち次に掲げる事業に通用する

本選事業{鰐易水道事業を除く。}

二、工業用水道事業

三、軌道事業

問、自動車運送事業

五、鉄道事業

六、電気事業

七、ガス事業

開条第2項

前壊に定める場合を除く iまか、次条から第6条まで、第17条から第35条まで、第40

条から第41条まで及び斡削第2壌から附則第4項までの護定は、地方公共団体の経営

する企業のうち病毘事業に連用する C
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同条第3項

能2項iこ定める場合のほか、地方公共団体は、政令で定める基準に従い、条例で定

めるところにより、その経営する企業に、この法障の規定の全部又は一部を適用する

ことができる。

( fサ記) 本稿は公益事業学会第45関全関大会(平成7年震)の統一論題 f規融産業におけ
る企業形態と車場携造jで発表した報告車穣を加筆、吉正したものである。発表

において、一瀬智司教授(若巻専修大学入小坂箆人教授はと海学霞大学)から有

抵な助言・コメントを頂いた。ここに記して摩く感謝の意を表したい。有り得べ

き誤りは筆者の責に殻するものである。
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